


















































































「シ ャーマン反 ト ラ スト 法は， 法的規 準＝ 法的倫 理 の形成におけ
る重 要 な 道 し るべ で あ っ た。 そ れ は√ 社会 が， そ の文 化 的 価 値 や 非 経 済 的
価 値を 表 現 す る た め に， ビ ジ ネ ス 参 与 者 へ 義 務 を 強制 す る方 法 を 示 し て い
る。 こ の よ うな 法 規 の形 成 が あ っ て 乱 そ れ は ヨ リ低 い 行 為 規 準を 正 当 化
す る も の では な い 。 し か し 法 律 はし ば し ば 最 低 の規 準に な る。 時 に は そ れ
は 法制 定 に お け る 妥 協 を 表 し て お り，一法的 な 再 審 理 や 解 釈 に 従 う も の であ
る 。」2)
流 通 と関 係し て い る 法 律 は 多 くあ る。 そ れ ら の 法 律 に 基 づ い て政 策 が 立 案・
さ れ 実行 ・監 督 さ れ る。 流 通 政 策 に は い ろ い ろ な も のが あ り， い ろ い ろ な 分
類 が 可 能 であ る。 流 通 政 策 に は 企 業 の 発 展 を りな が す 目的 と， 企 業 の 活 動 に
制 約 を課 す と い う 目的 の2 つ の 面 が あ る。 久 保 村 に ょ れ ば ， 競 争り 維 持 を 目
的 と す る政 策 と， 流 通 生 産 性 な いし 流 通 効 率 の 向 上 を 目的 とす る。流 通 近 代 化
政 策 とに 大 別 さ れ
言
。 競 争 維 持 の た めり 政 策 とし ては ， 「独 占 禁 止 法 」，「不
当 景 品類 及 び 不 当 表 示 防 止 法 」 や 「大 規 模 小 売 店 舗 法 」 が あ る。 流 通 生 産 性
向 上 のた め の 法 律 とし て は ，「中 小 小 売 商業 振 興 法 」 があ る。 ま た ， 中 小 商
業 の近 代 化 ， 商 業 立 地 の 適 正 化 ， 物 的 流 通 の 合 理 化 な ど流 通 タ ス テ ム の効 率
化 に 関し ては ， 通 産 省 の流 通 シ ス テ ム化 行 政 を 挙げ る こ と が で き る。 さら に ，
今 後 の流通 政 策 が 解 決 す べ き 課 題 とし て久 保 村 は 「社 会 環 境 の 破 壊
」，千生 産
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流 通 シ ろ テ ム 化 ， 大 型 店 問 題 ， 流 通 寡 占 化 問 題 と い う よ う に 推 移 し て き た 。1
・ メ ・
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事業 者に対し て競争 がで きな くな る ような圧力を かけた り 排m ，支配 の意
思 はな くと もト ラストや コン ツ ェル ンに 代表 され る ように，外形 上 で1 つ の6)
意 思に従わざ るを 得ない関 係を 禁止し てい る。(3)
不当な取引制限の禁止
第2 条6 項 では不当 な取引 制限 を次 の よう に定 め てい る。
「⑥ この法律におい て不当 な 取引制 限 とは， 事業者 が契 約，協 定そ の他
何 等かの名義 を以 てす る かを 問 わず， 他 の事業 者 と共同し て対 価を 決定し ，
維 持し， 若し くは 引き上げ， 又は 数 量，技 術， 製品，設 備， 若し くは取 引 の
相手方を制 限す るなど相互に そ の事業 活動 を拘束し ， または 遂行す ることに
よ り， 公共 の利益 に反し て， 一 定 の取引 分野 におけ る競 争を 実質的に制 限す





























































公正 取引委員会 の見解 ニ(1
） 昭和49年から60年までの公正取引委員会の活動
昭和49 年 から60 年 まで の流通部 門に おけ る公 正取 引委員 会 の諸 活動に関し10
）
て の活動を時 系列的に振 り返 っ てみ る。49
年9 月 石 鹸 ・洗剤な どを 再販 価格 維持 の指定 からは ずす50
年6 月 ホ リデ イ・マジ ッ ク社 に マルチ 商法 の中止を 勧告51




















































































昭和55年3 月に第2 次独占禁止法研究会は, 『流通系列化に関する独占禁
止 法 上 の 取 扱 』 を 報 告 し た。 こ れ は あ く ま で も 公 正 取 引 委 員 会 の 内 部 の 事 務
処 理 上 の ガ イ ド ラ イン であ り， こ の とお りに 運 用 さ れ る わ け で は な い 。 し か
し な 力'ら̂， こ の事 務 処 理 上 の ガ イド ラ イン が 公 正 取 引 委 員 会 の 考 え てい る 方
向 の一 端 を 示 す も の と も 考 え ら れ る。 こ れ ま で， 公 正 取 引 委 員 会 は ， 業 種 ，
業 態 ， 地 域 ， と い っ た 分 類 の も とに， 個 別 企 業 ， 業 界団 体 と い う単 位 で 独 占
禁 止 法 の 適 用 を お こ な っ て きた 。 こ れ に対 し て， 今 回 は メ ー カ ー～ 卸 ～ 小 売
と い っ た 流 通 経 路 全 体 を 採 り上 げ た。 こ の報 告 書 の 最 初 の 部 分 で ， 「流 通 系
列 化」 の イ メ ージ を 次 の よ うに 言 っ てい る。
「(1) 流 通 系 列 化 と は ， 製 造 業 者（注1）が 自己 の 商 品 の 販 売（注2）に つ い て，
販 売 業 者 注3）め協 力 を 確 保 し ， そ の 販 売 に 付 い て 自 己 の 政 策 が 実 現 で きる
よ う販 売 業 者 を 掌 握 し ， 組 織 化 す る 一 巡 の行 為 を 意 味 す る。 製 造 業 者 が ，
こ うし た 一 連 の 行 為 に よ っ て， 自己 の商 品 を 最 終 需 要 者 に 到 達 さ せ る ま で
の過 程 （流通経路）を 一 つ のシ ス テ ム とし て構 築し よ うとす る こ とを 流 通







（注3 ） 「販売業者」とは，流通系列化の客体となる卸・小売業者をい う。
（2) 製 造 業 者 が 流 通 系 列 化 のた め に 用 い る 具 体 的 行 為 とし て は， 販 売 業
者 の販 売 価 格 の 決 定 ・ 維 持 ， 販 売業 者 の 取 引 先 また は 販 売 地 域 の 指 定 ・限
定 等 様 々 であ る。 ま た ， こ の場 合 ， 製 造 業 者 が 販売 業 者 に 対 し て， 資 本 参
加 ， 役 員 派遣 等 を 行 っ てい る こ と も 少 な くな い 。」
流 通 系 列 化 自 体 に は 多 く の メ リ ット ・デ メリ ット が 考 え ら れ る が， そ れ ら
‥ ‥12 ） ‥ ‥
は独占禁止法上の規制に直接に関連性を持つものではない。また，流通系列
13)
化 そ れ 自 体 に 対 し て は ， 独 占 禁 止 法 は 価 値 中 立 で あ る と 考 え ら れ る 。

































































イ。シ ステ ムの共 同運 営に伴 う競 争制限的 行 為 丿
し犬 特定 企業 め排除 し
参加者 の事業 活動 の制限
ウ。 系 列化 の進行 ‥
（4） 昭和o 年（情報通信システム）
このよ うな基本的な考 え方 に もとづ き， 公正取 引 委員 会は各 種 の実態調査
を行 づだ。 そ の結果 の一 部は， 一般に 刊行 され てい る。 デ ータ通 信産業を中
心 とし た調 査 の結果は『新し い情報通 信 と独占禁 止政 策
』とい う本 七一般に19
）
刊行された。 この調 査の詳 細な内容に関し ては 不 明 であ る。 公正取 引委員 会
の調査 であ るから，先 に述べた よ うな独 占禁止 法上 の・問 題点を質 問 とし て設20
）定
し てい るは ず であ る。 し かし この報告書 を見 る限 りそ の様な論 述は無い。
（5） 昭和6i年（鶴田レ ポート）
以 上の よ うに 実態 調査 も行い つつ公正 取引委 員会 では 引 きつづ き研 究を進
め た。昭 和60 年度 には， 貿 易摩 擦冲外 国会社 に対 す る参 入障壁問題 を も含め21)
て， 流通 産業 研究所 に対し て委託研究を 出し た。 この成 果を ふ まえ て,八 わヽ22)
ゆ る「鶴 田レ ポ ート」が発 表された。 産業 界は このレ ポ ートを公正取引委員
会 の新し い ガ イド ライン であ る と受け 取 った よ うであ る。 この鶴田レ ポート
におい ては， 前記 の 「情報シ ステ ムを企業 が形 成 ・運用 する面 での警告」を
中心 とし て， 更に 具体的な説 明をお こた ってい る。 。・
① 流通 系列化 につい て
・ 小売 店が シ ステムへ 自・由に 参 加で きる こ と ＼
犬 一 シ ス テ ムから の脱 退の 自由が 不当 に阻害 されない こと
△② 返 品 の慣行 につい て
・ 取 引 に当 た り， 事前に 返品理 由， 限度， 等に関 す る合 意が当 事者 間
白 で， で きるだけ 明確に行 われ ること コ
③ リ。ベ ートについ て 尚
尚 ・ 情 報ネ ット ワーク・シ ステ ムを推 進し てゆ くうえ で企業 は複雑な リ
ベート体 系を整理し 七ゆ かざ るを 得 ない。
競争制 限的な行 為の起 こらない よ う√ 新規 参 入抑制 効果が発生し な
い よ うな 体系にすべ き であ る。 ‥

































メーカ ーが取 引先に対 し て当 該 メーカ ーの情報 本ット ワー クに 加入す る
ことを 強制し た り， 加入 に伴い 過重 な 負担を課 す行 為は不 当な拘 束条件
付取 引， 優越的地位 の濫 用等 の問題 とな るおそ れが あ るし， 加 入し なか
った者に対し 不利な取 扱を す る よ うな場合 には取 引条件 等 の差 別的取 り
扱い 等 の問題 となるお そ れがあ る。b.
情報の収集に 伴 う問題 十
メーカ ー等が 自己の情 報 ネット ワ ー クに参 加し た取 引先に対し 提供を
望 まない 情報 の提供を 強要し た り√ 情報 ネ ット ワー ク化 の必要 性 の範 囲
を 越え て， 情報提供を 強要 す る ことは ， 上記a と同様 の問題 を生 じ させ
るおそ れがあ る。c.
他へ の情報提供 に 伴 う問題
各 メー カー， 卸， 小売が そ れぞ れ，又 は共 同し て情報ネ ット ワー ク化
を進 めた 場合， 様 々な情 報が これら3 者 の間を 流れ ることに な るが， こ
れに 伴い ，事業 者が取 引先 に対し て， 当該 事業者 の商品 に関す る 情報を
他へ提供 す るこ とを禁じ る ことが 考 えら れるが， 情報 の他へ の提供 禁止
を独占禁 止法上 どの よ うに扱 うか につ い ては， そ の情報 の中 身毎 にそO
不当怖 か吟晩寸 芒)諾夢が あ る 戸考 身ら 九 ろr
＼l¬|－wI'|' ／'z- ／3'・ ／゙wwy ゛w〃・「' ＝vd
．収 集し た 情報 の利 用に 伴 う問題
メーカ ー等が取引先 の販売 価格 情報を 情報 ネ ット ワ ークを 通じ て収集
する場 合におい ては， そ の情報 収集は より迅速 化，効 率化し ， 更に 情報
の精度が 増す ことにな る ことから √そ の利 用方 法に よっては， メーカ ー
等はそ の価格政策 を末端 まで浸 透し や す くな り， 従来以上 に，取 引先 の
販売 価 格の 自由な決定を拘 束 す る よ うな場 合が生 じ るおそ れがあ る。(
カ) 情報ネ ットワ ータ化 を媒 介 とす る流通 系列化， グル ープ化 の可能
性 情報 ネ ヅト ワー ク化 が メーカ ー独 自 のシ ステ ムとし て進 めら れる
よ うな場 合は， 流通系 列化 を強 化 す る可 能性があ る。
また， 特定 の情報 ネ ット17 ークに 参加し た企業 に よって新 たな企業 集
団的 な も のが形成 され， 今 後， この集団 内 の競争が滅殺 され， 企業 集団
間の競争 に移 行す る可 能性 があ る 。」(6)
問題の所在


































・ クレ イト ン 法 第3 条 … … 拶P他 的 取 引 契 約 の禁 止 し
・ クレ イト ン 法 第7 条 … … 合 併 の制 限 犬
・ クレ イ ト ン 法 第8 条 … … 役員 の兼 任 の 制限 ‥ ＼
・FTC 法 第5 条 … … 不 公 正 な 競 争方 法 なら び に 不 公 正 また は ぎ ま ん 的 な
行 為， 慣 行 め 禁 止 ＼
（2） 反 トラスト法 の適用事例
米 国 に お け る 情 報 化 と反 ト ラ ス ト 法 と の 関 係 に お い て， こ れ ま でに い くつ
か の 事 件 が 発 生 し た。 こ こ で は， そ れ ら の 数 少 な い ヶ － ス を 取 り上 げ て， そ
の 意 味 す る も のを 検 討 し て み る。
■ ■ ■ ■ ■
① 金 融 の 分 野 ‥
も っ と も 注 目を 浴 び て い る のが 金 融 分 野 に お け るEFT （ElectronicFunds
25）Transfer:
電子資金決済） で あ る ‰ こ の分 野 に お け る 問 題 点 は 金 融 機 関 間 の
合 弁 事 業 が 反 ト ラ ス ト 法 上 ど う 取 り 扱 わ れ る か と い う こ と で あ ろ う 。 一 般 的26
）
な 合 弁 事 業 に 対 し て 独 禁 当 局 は 次 の よ う に 考 え て い る 。
・ 合 弁 事 業 を 行 う こ と 自 体 が 競 争 を 不 当 に 制 限 し な い か
・ 合 弁 事 業 そ れ 自 体 は 問 題 な い と し て 乱 合 弁 事 業 に 参 加 し て い る 企 業 間
で 什ヽ 随 的 にfc ヌ ふ か の 競 蕩 制 限 的 か 塑 約 か 咎 。、で い 、fr い 飛
ミI-J 心 戸- ゛- ㎝- ミ/'-^ ―/to-Li4iHJi・*"*・-*￥ ’－ ／>*.'r-に̂-i・/ ～- ・ふ ’#~
・ そ の 合 弁 事 業 が 全 て の 事 業 者 に 対 し て 合 理 的 か つ 無 差 別 な 条 件 で 参 加O
機 会 が 与 え ら れ る べ き あ い 路 独 占 （BOTTLENECKMONOPOLY ） あ る い
は 必 要 不 可 欠 な 施 設 （ESSENTIALFACILITY ） に 該 当 し な い か
27）
② そ の 他
’旅 行 代 理 店 が 導 入 し て い る 予 約 シ ス テ ム ， た と え ばTWA の シ ス テ ム で
は,TWA の フ ラ イ ト 情 報 が 優 先 的 に 表 示 さ れ る よ う に な っ て い る 。 こ れ
は 中 小 の 航 空 会 社 と の 規 模 の 較 差 を 増 大 さ せ る の で 問 題 有 り と の 指 摘 が な さI
・ ｜ 。 。。●
れ て い る 。
取 引 デ ー タ の 提 供 シ ス テ ム に お い て は ， 会 員 の 資 格 制 限 を 行 わ な い, →l青報
の 提 供 だ け に 限 定 す る ， 売 買 は 当 事 者 の 自 由 と す る ， 取 引 価 格 に 関 す る 情 報
は 集 め な い ， と い っ た 条 件 を 満 た せ ば 違 法 に は な ら な い 。
メ ー カ ー と デ ィ ー ラ ー と の 間 の 垂 直 的 な 販 売 情 報 管 理 シ ス テ ム は 流 通 の 効
率 化 を 促 進 す る も の と し て 考 え ら れ ， 反 ト ラ ス ト 法 違 反 に な る と は 当 局 も 考

































4） 田村正紀「流通シス テ ム論」（田村正紀編『日本流通研究の展望』千倉書房，
昭和59年）38頁。5






） 『流通シ ステ ム情報 ガイドブ ッ ク』流通シ ステム開発センタ ー，昭和60年3 月
を基本 とし， その他 の情報を加えて作成し た。11
） 報 告書は，以下 の文献 の中に も掲載されてい る。 十
野 田実『流通系列化 と独占禁 止法 』大蔵省印刷局,1980 年。




） 公正取引委員会事務局『情報化の進展が競争秩序に 与 え る 影響に関する調査













で，7.1 ‰ 一般企業で，7.4% と，一部でしかない（『同書j38-39 頁』。
② 企業間データ通信システムが企業間競争に与える影響でぱ，「グループ化
・系列化の進展」を挙げているのは53 ％にのぼっている。しかしなから，同













































説の部分は六波羅 昭「情報化の進展と競争政策の課題」『ジュリ ス ト増刊
号』昭和59年9 月,216-217 頁より引用加筆した） 犬
○ ハートフォ―ド・ナショナル銀行……ATM の単独設置
○ ファイナソシャル・インターチェンジ……ATM システムの共同利用。…
’…1983年にT 州のある貯蓄貸し付け組合（M というATM 共同システムに既に








28） 田島義博「法律とアニケティング」（田内幸一・村田昭治編『現代マーケ テ ィ
し／グの基礎論』同文舘，昭和59年（第8 版））106-107頁。 ＋29
） 野木村忠那「欧米諸国における流通系列化規制の 動 向」『流通情報』流通経済
研究所,1986 年2 月,2-9 頁。 ヶ ノ30
） 田島・宮下編『前掲書』109-146頁。
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コ ス ト 」 の 概 念 は 全 く 考 慮 さ れ て い な い 。
（2 ） マ ー ケ テ ィ ン グ に 対 す る 理 解
独 占 禁 止 法 と マ ー ケ テ
ィ ン グ と の 関 わ り に 見 ら れ る よ う に ， 法 は マ ー ケ テ
ィ ン グ 活 動 に と っ て 大 き な 制 約 と な る こ と も 多 い 。
ス タ ー ン は ， マ ー ケ テ ィ ン グ に 対 す る 政 府 の 規 制 の 欠 点 に 関 し て 次 の よ り4)
に 主 張 し て い る 。
① 政 府 の 規 制 は 次 第 に 抑 圧 的 に な
っ て ゆ く 。
② 一 度 作 ら れ た 規 制 は 持 続 し 次 第 に 増 え る
。
③ 解 釈 の 仕 方 が ケ ー ス バ イ ケ ー ス と な り
， 解 釈 が 一 定 し な い 。
④ 米 国 のFTC は 検 事 の 機 能 も 判 事 の 機 能 も 持
っ て お り ， 公 平 さ は も と
も と 期 待 で き な い6
コ ト ラ ー は 「 法 律 は ， 不 公 正 競 争 が 何 で あ る か と い う こ と を 明 ら か に し ，
そ れ を 防 止 す る た め に 設 定 さ れ て い る 。 … … 時 に 貼
， 不 幸 に も ， 法 律 の 施 行
が 効 率 性 を 促 進 す る の で は な く ， 非 効 参 院 を 保 護 し て し ま う 場 合 か お る
」 と
も 言 っ て い5) 。 さ ら に ， 「 彼 ら は し ば し ば
レ
事 業 や マ ー ケ テ ィ ン グ が ど の よ
う に 動 い て い る か に 関 す る 実 戦 的 な セ ン ス を 欠 い て い る 場 合 が あ る
」 と 発 言6)
し て い る
○ ㎜
■
マ ッ カ ー シ ー も ， 法 律 は そ の 趣 旨 を 伝 え る た め に 立 法 者 に よ り 漠 然 と し た
言 葉 で 表 現 さ れ る こ と が 多 く ， 細 目 に つ い て 明 確 に 説 明 を す る の が 裁 判 所 や7)
行 政 の 責 任 で あ る ， と も 言
っ て い る 。8)
マ ー ケ テ ィ ン グ ， サ イ ド の 対 応 と し て 上 原 は2 つ の 方 式 を 考 え た 。
① 公 権 力 の 意 図 の 合 理 性 を 自 ら も 認 め た 上 で
， そ れ に 効 果 的 ・ 効 率 的 に
順 応 し て ゆ く 。
ト コ
② 公 権 力 の 意 図 の 非 合 理 性 に 注 目 し
， 法 の 改 正 な ど を 目 指 す 活 動 を 展 開
し て い く 。
大 き な 間 題 に な る の は
， ② で あ る 。 コ ト ラ ー や マ ッ カ ー シ ー が 述 べ て い る
よ う に ， 公 権 力 を 行 使 す る 正 当 性 が 特 定 の 理 論 に 基 づ き が ち な の が 実 態 で あ
るO ニ
ー。 。’
上 原 は ， さ ら に80 年3 月 の 独 禁 研 報 告 に 対 す る 批 判 と し て
， 経 済 理 論 と マ
。9)
・－ ケ テ ィ ソ ダ 理 論 と の 基 本 的 な 差 異 を 述 べ て い る 。 ま ず ， 経 済 理 論 は 水 平 的
競 争 関 係 を 分 析 す る こ と に 主 眼 が 置 か れ て い る の に 対 し て
， マ ー ケ テ ィ ン グ
情報ネットワーク・システムと競争阻害93
理 論では垂 直的 シ ステムのあ り方 を問題 とし てい る。 ま た， 経 済理 論をマ ー
ケテ ィン グの場に 適用す る時 に注 意すべきこ ととし て， 次 の点 を 挙げ てい る。
① 経済理 論は,づ 血の条件を一 定 にすれば価 格 の安い 方を 選好 す るとい う
仮説に立 脚し てい る。 これは 現実的ではな い。
上② 総じ て経 済学 の立場 では， 必 ずし も実証 されに くい 仮説 を 前提にし て





























結 論 的 に は， 再 販 売 価 格 維 持 行 為 だ け に 関 し て は 妥 当 で あ る とし た。 そO
他 の件 に 関 し て はレ 歴 史 的 事 実 を 見 て い な い ， 事 実 を 誤 認 し てい る， 一 般 論
で は 論 ぜ ら れ な い， 概 念 を 混 同 し て い る， 目的 と手 段 が す り か え ら れ てい る。
可 能 性 の な い 事 態 を 想 定 し て い る， 明 確 な基 準 が 設 定 で き な い ， とい
っ た 理
犬12)
由 で 独 占 禁 止 法 研 究 会 が 提 示 し た 見 解 を ほ ぼ全 面 的 に 否 定 し た 結 果 とな
っ た。
（2） 流通系列化は進み，競争は阻 害されるか
流 通 系 列 化 の 典 型 とし て は ， 化 粧 品 ， 電 器， 自動 車業 界 を 挙 げ る こ と が で
き る。 流 通 系 列化 の 目的 は ， 時 代 と 共 に 変 化 し て き た。 最 初 は 「市 場 開発
」，
次 に 「安 定 市 場 の 確 保 」 と 「価 格 維 持 」 そ し て， 「排 他 的 流 通 網 の 確 立
」 と
進 ん で来 た。
流 通 系 列 化 の メ リ ッ ト とし て は ， 次 の よ うな も の が 挙 げ ら れ る。
① メー カ ー の指 導 に よ り中 間 業 者 の 経営 効 率 を 向上 させ る こ と が で き る
② 流 通 チ ャネ ル 全 体 の合 理 化 を 推 進 す る こ とが で き る ▽
③ 市 場 情 報 の入 手 が 容 易 に な り， 商 品 開発 の 高 度 化 が 促 進 さ れ る。




















の3 つ のタ イプがあ り， 流通 系列化 は主 とし て契 約型お よび管 理型に対 応 す
る と考えら れる。 日本 の企業 の流 通系 列化 がこ のよ うに大 きな問題 とし て 公
正 取引委員会に採 り上げ ら れた最 大 の理由は， そ れが不 当 な参入障壁 とし て
の 役割を持 ってい た り， 企業 間 の不法 な支 配 ・従 属関 係を 意味す るも のであ
る と考えられた から であ ろ ‰ し かし ながら， 企業間 の強い 取引関係は， 田
村 に言わせれば 日本型 の取引 様式 の特色 とし ての 「疑 似的 組織関 係」 なの で
15)





























HY ，BASICMARKETING （5ed）,RichardD.Irwin,Inc.,1975 ）86頁。8


































と ころ で， これから の産業に 大きな影響 を与 え る情報 の視点 からり 反論 は
全 くなされ てい ない ことに気 付くであろ う。 情 報シ ステ ムの立場から も数多1
）
く言 うべき ことがあ ると思わ れる。 特に以下 に 記す る3 点 は， 情報シ ステ ム
の立 場から み て， 十分検討 すべき ように考 えら れる。 十 ，
① 情報化 に よっ て各種 の業 務 の標準化が な され るか




























































内容ではなく,IBM のSNA やISO のOSI に見られるようなデータ通信
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）
技 術面で の標 準化 や取引 条件 の項 目や伝 票及 び電 子媒 体 のフ ォーマ
ヅトな ど
であろ う。 い わゆるビ ジ ネス ・プ ロトコ ル のレ ベルにおけ る標 準化は 企業 間
デ ータ交 換に不可欠 な ものであ り， 標準化 は 促進 され ねば なら ない。し かし ，
取 引条件 の項 目と方式 を 複雑に 組み合 わ せた実務 的な取引 条件は ， 情報技術
の発展 とと もに さらに 複雑化し てゆ くと思 われ る。特 に， リベ ートに関し て
は ，取引実績 デ ータが コン ピ ュー タ・デ ー タペ ースに蓄 積され簡 単に検 索 で
き るようにな れば，更に 複雑 なi; ベ ート 体系 が導入 され るこ とも考えら れる。
（4） 納期と小口物流
流通シ ステ ム化 の考え では， 小 口 ・多 頻度 ・不定期 な 配送は 改善 すべ きも
の とされてい た。 情報シ ステ ムの発 展に より√ この様 な非 効率 な 配送 は果し
て改善 された であろ うか。 確 かに基 幹的 な輸送 に関し てはかな り改善 された
と ころ もあ る。し かし ながら ， 現在， 物流 シ ステ ム化 の領域 で大 きな話題 と
な ってい るのは， 宅急 便， オ ート バ イに よる緊急 配送 サ ービ スや,JIT （JustInTime
） に 見ら れる様な 小 口 ・多 頻度 ・迅速 ・時間 指定 の小 口物 流 であ る 。









には2 つのケース が あ る。 第1 は優越的な地位を持った販売する側の会社
（卸に対する^ －カー，小売に対する卸）が返品に関していろいろな過酷な条件






























る。 過 大 な 返 品 が 発 生 す る 最 大 の原 因 は 先 に 述 べ た よ うに ， 必 要 以 上 の量 を
納品 するか ら であ る。 卸が小売に 販売す ればそ れで卸 の販 売活 動が完 了する
のでは ない。 小売 の店頭から 消費者 の手 に渡 り消費 され てはじ め て卸 の販売
活動が 完了す るの であ る。SMD は正 に この点 に着 目し た 卸の新し い戦術で
あ る。SMD に おい ては， 卸 の情報管 理能力を 背 景とし て， 企業 間 の返 品リ
スクを 卸が 担 ‰ 卸は 返品 コス トの削減 を重視 せざ るを得 ない た め√ 結果 と
し て返 品は 少 くな るであろう。レ ＼
この よう に 考 え ると√情報 ネ ット ワーク・ニシ ステ ムの技 術 を活 用ず ること
に より， 流通 の主 体は 自＼ら の業 態（チャネル上の位置: ノ―-カー， 卸√小売）に
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留 まることな く， 流通チ ャネル の川上 や 川下 に守 備範 囲を広げ てゆ くであろ
う。 その結果 ， 少か くとも返品 の問題 は大 き く改善 さ れ る もの と予想 できる。
そ うし た行 動は， 「流通系列化」 とい う別 の問 題を 引 き起 こす可能性 が大 き































































表--fは， 商社 ・卸問 屋 の業 種別VAN の例 であ る。 メ ーカ ー主 宰 のVAN
以外に も， いろい ろ な情 報シ ステ ムが構 築されてい る。 ここに 挙げ た卸売業
以 外に も，物 流業 界， 小売業 界， 情報処理業 界， など の企業 が積 極的 に情 報
ネ ット ワー ク・シ ステ ムを 構築し てい るのであ る。 そ うし た 状況 をみ れば，
寡 占的 メ ーカーが 情報 ネ ッ トワ ーク・シ ステ ムを 独占し ，有 効 競争を阻 害 す
る とい った事態 は想 定し に くい であろ う。 十
表-1VAN の競争状況













「2 つの製品A とB とを結合して生産する時の生産コストをC(A,B) とす
る。 それぞれの製品を別々に生産する時の生産コストの合計をC(A,0) 十q(0,B)








①CPU の面 … … コ ン ピ ュ ー タ の 規 模 を 大 き くす る こ とに よ り デ フ ダ 処
理 単 価 を 引 き下 げ る こ とが 出 来 る。
② 端 末 の面 … … 接 続し てい る情 報 機 器 の 台 数 が増 え るこ とに よ り， 端 末1
台あ た りの オ ーバ ーヘ ッ ド ・ コ ス トを さげ る こ と が で き る。
③ 回 線 の 面 … … 同一 通 信経 路 を 使 用 す る 顧 客 の数 を 増 や す こ と に よ り，
通 信 回線 の使 用 効 率 を 高 め ， 顧 客 当 り の 通 信 ■=1ス ト を さげ る こ と が で き
る。 ／j
そ の 他 に 乱 オペ レ ーシ ョン ・ コ ス ト， シ ス テ ム開 発 コ ス ト， な どい ろ い
ろ な 規 模 の 経 済 性 が 機 能 す る面 もあ る が √ 上 記 の3 点 に 関 し て の 検 討 を 行 な
う。 これ らり3 つ り 面 に お け る 規 模 の 経 済 性 に は か な り厳 し い 制 約 があ る。CPU
廻 り の規 模 の 経 済 性 の典 型 とし て は 次 の よ うな バ ッ チ 処 理 シ ス テ ム
を 挙 げ る こ とが 出 来 よ う。A 社 と 玖社-e は 同 じ 様 な 業 務 を コン ピ ュー タ処 理
し てい る。A 社 は2 台 の 中型 コ ン ピ ュ ー タを 使 用 し てい る。B 社 は1 台 の大
型 コ ン ピ ュウ タを 使 用 し て い る。A 社 の コ ス ト よ りB 社 の コ ス ト が 少 ない 場
合 に は ， 規 模 の 経 済 性 が 働 い て い る とい え る。
技 術 革 新 に よ り コ ン ピ ュ ーレタ の 大 型 化 は 急 激 に す す ん で お り， 今 後 もさ ら
に 進 む と 思 わ れ る。 よ り大 き い 新 型 の コ ン ピ ュ ー タ に リ プレ ー スす る こと に
よ り全 体 の コ ス ト を 削 減 す る ケ ー ス は 規 模 の 経 済 性 を 追 求 す る も の で は な く，
技 術 進 歩 に よ る効 率 化 を 追 求 す る も の で あ る こ とを 念 の た め 注 意し てお く。
経 営 と い っ た 視 点 か ら,CPU 廻 りに お け る 規 模 の 経 済 性 を 追 求 す る に は コ
シ ピ ュ ー タ の技 術 上 の 制 約 は お お き す ぎ る。 い た ず ら に コy ピ ュ ー タ本体 を
大 き くす る の で は な く， 分 散 処 理 シ ス テ ム と い っ た 規 模 の経 済性 の 得 ら れに
くい シス テ ムが 急 激 に 普 及し て い る。 こ の こ と か ら も理 解 で き る とお り， 規
模 の 経 済 性 は 非 常 に 限 ら れ た も の でし か な い 。
端 末廻 り の 規 模 の 経 済 性 は 与 え ら れ たCPU の 規 模 の 経 済 性 が 発 揮 で き る
範 囲 の中 で し か 成 り立 だ な い こ とは 明 か で あ る。 な ぜ な ら,CPU の処 理 能
力 以 上 の 端 末 機 器 が 接 続 さ れ れ ば ， そ の シ ス テ ム の タ ー ン ア ラ ウ ン ドは 極 端
に 低 下 す る。 回 線 廻 り の規 模 の 経 済 性 も 同 様 に 回 線 の 処 理 能 力 の範 囲 の中Tで
し か得 ら れ ない。 十 十 ‥=
こ うし て 考 え て く る と・， 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・シ ス テ ム に お け る 規 模 の 経 済
性 は か な り限 定 さ れ た 中 でし か 皮 り立 た な い 。 規 模 の経 済 性 が 限 界 に 達し た
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ときにと るべ き対策 の1 つ は， 範 囲 の経済性 の理 論から 導き出 す ことが でき
る。 情報ネ ット ワー ク・シ ステ ムの共通 の投入要 素は,CPU, 端 末機 器， 回
線 といった ハ ード ウェアに 加え て， 基 本シ ス テ ムの開発力,-y ステ ムの運 用
技 術， 応用シ ス テ ムの開発力， お よび蓄積 さ れた各 種 のデ ータな どを挙げ る
こ とが出来 る。
これら の共通 投 入要素を投 入し て異 なった サ ービ スを 同時に提 供し ，個 々
の企業が個 々 のサ ービ スを提供 す る より 乱 全 体 のコ ストが低 くて済めばそ
こには範囲 の経 済性があ る。 こ の よ うに， 全 体 のコストが 低 くな る現象は 情
報 ネ ット ワ ーク・シメテ ムの分 野 では 非常 に多 く見られ る ものであ り，多 ぐ
の企業がそ れを 目指し てい る。
たとえば， 食 品VAN が 雑貨VAN に 進出 す る（業種），間屋VAN が小
売 のVAN を兼 ね る（業態），受 発注VAN が物 流VAN の機能を持つ （機
能）そし て地 域VAN が他 の地域 に進 出す る （地域）と言 った具合 いであ る。
流 通 の4 つ の主要 なタイプ であ る業 種 別流通 ，業 態別（制度体別）流通，機 能
別流通， 地域別 流通の全 ての分野 に わた り， 範囲 の経 済性を追求 す る動きが
非 常に強い。
流通の分野におけ る情報 ネ ット ワ ーク ・シ ス テ ムでは 規 模の経済性を追 求
す る ことは当 然の。ことであ ろ う。 注 目すべ き点は， 多 くの企業は 範 囲の経 済
性 を追求す る戦略を採 っ てい る こと であ る。3
） コこ／テス タブル ・マ ーケ ット
独占下にお い ても有 効競争は あ り得 る とい う新し い 考え方 も提案 されてい
る。 有 効競争 が働 く市場 をContestableMarket （新規参入によっ七争いうる市
場） と呼ぶ。 既 存 の大企 業が標 準製 品 の分 野にお い て費用 を引 き下げた とし
て も， それは他 の特定分 野に対し て も ク!コスオ ーバ ーの効果 を 持つ ものでは17
）
な く，し たが ってそ こ での参入 障壁 は形 成 され ない とい う考え 方 であ る。
コンテ スタブル ・マ ーケ ット の成 立 条件は ， 次 の3 つ の もの 亡あ る。
① 市場 へ の参入， 市 場から の撤 退が 自由 であ る。 撤退が 自由 であ るため
し にはサ
ン タ・コ スト （回収不可能な固定費用） が存 在し ない こ とが必要 で
あ る。
② 同一 技 術 の利 用が出来 る。 つ


































がら ，価 格だけ が競争条件 であ る ような産業 は少 い。 マーケ テ ィン グの分野
で重視され てい る非 価 格競 争の視点 に たつ なら， 企業 は価 格競 争を可能な限
り避 け ようとし てい る。し たが っ て既存 企業 と新 規 参入企 業 と のあい だでは
非 価 格競争が展 開され るは ず であ る。＼そ うし た 意味におい て，一 定 の価格と
い う条件 の意味するこ とは 満た され てい る とも考 えら れる。
こ うし て現 実と理論 の面 から 検討し て くると， 情報 ネ ット ワー ク・シ ステ
ム の分野にお い ては 参入障壁は 極め て低 く また撤 退 も比較的 容 易であ りレ 独
占 的 な情報 ネ ット ワ ーク・シ ステ ムが成 立す る こ とは 困難 であ ろ うと予想さ
れ る。j
（2） 情報の独占的利用 ニ ‥1
） 情報 と意思決定
情報ネ ット ワーク・シ ステ ムから 得ら れ る情報 を 他の事業者 に使 わせず，
自社だけ で活用す ることが考え ら れる。 た とえ ば,POS デ ー タ，受 発注デ
ー タなどが 情報 ネット ワー ク・シ ステ ムを 経由し てそのシ ステ みの主宰者 の
も とに 自動的 に伝送 され る。 主宰者 はそ れら のデ ー タを デ ータベ ース化し，
シ ステ ムの構成 員には利用 させず に 自社だけ が 活用し， そ のデー タに もとづ
い て他 の事業者 を支配し ようと考え て もお かし くは ないだ ろ う。 し かし， こ
うし た考え方 には大きな問題 があ る。 そ れは， 「情報」を どの ように 意思決
定 に 活用し てい るか， 「情報 」 とい う言葉 が何を 意味し てい るのか， を正 確
に 考慮し てい ないこと であろ う。
ミソッバ ーグは， 意思 決定 をお こな うヤ ネジ ャ ーの業務 に関 し て， そ れま
で一 般に言わ れてきた 考え方 は 極め て空想的 であ り， 実態 とは大 きな差があ18
）
るを 明ら かにし た。 この見解に よると， 少な く とも情報 ネ ット ワーク・シス
テ みから得 ら れるデ ー タだけ では， 意思 決定を お こ な うこ とは不 可能 であ る
こ とが 理解 できる。 ミソ ッバ ー グは， 次に示 す よ うに4 つ の重要 な ポ イント
を 明ら かにし た。 ニ
① マネジ ャーは， 熟慮し， シ ステマ テ ィッ クに計画を 作成 す ると考えら
れ てきた。し かし ， 本当 は， 次 から 次へ と発 生す るパ ラパ ラな仕事を こなし。
ゆ っ くりと考 えてい ることは でき ない。
② マネジ ャ ーには定 例的 な業 務 はな く， オ ー ケスト ラの タクトを振 って






















(INTELLIGENCE),・ イン テ リジ ェ ン ス （INTELLIGENCE)19
）













は ない と七考 えら れる。 こうした ことを考え る と情報の 独占化 は 有 り得ない
と思 われ る。
データ， インフ ォメーシ ョン， インテ リジ ェン スとい った， これら の3 つ
の言葉は正 確に 区別し て使 う事が必要 であ ろ う。 マ ーケ テ ィン グ情報 システ
に おいて これら の3 つ の言葉を体系的 に整理し た例 とし ては， レ ーザ ーの研20
）
究があ る。 デ ー タとは， 事実， 態度， 意見，観察， 経験 から 得 ら れ る物であ
る。 デー タの選 別， 分類， インデ ッ クス化， 抽出， 検証 の過 程を 経 て インフ
ォメーシ ョ ン化 され る。 イン テ リジ ェン スは イン フ ォメ ーシ ョンに， 出所 と
正 確さに関 す る評 価が なさ れそ の意味 の解釈がな された ものと考 え られる。
マーケ テ ィン グ・ イン テ リジ ェン ス とい う言 葉を初 め て使用し た のは ケリ21
）








て,I データ， イン フ ォ メーシ ョン と イン テ リジ ェソ 不 との関 係， フ ォ ーマル
な ものと インフ ォーマル なも のとを 区別すべ きであ る とし た。
インテ リジ 二ン スとい う言葉は，「情報」，「資料」，「知 能」， とい ろいろ に
訳 されてい る。 づ
野村は，イ ン テ リジ ェン スが 高度 な意思決定 と結び付 き， かつ 排 他的な傾
向を もってい る ことか ら， インテ リジ ェン スの訳 語 とし て「秘 密 情報 （マー
ケティング意思決定に役立つ情報の収集から分析にわたる情報活動を包含 す る）」 を22
）
あ てだ。 イン テ リジ ェン スを秘 密情報 と訳 す と， そ の本質 の一 部が は っき り23)
と理解でき る。 競争 とい う側面 で野村 は次 の ように言 ってい る。 犬
「競争業 者が 価 格対 応 策を とる場合， 少な くともそ れを見抜 く二 つ の方法










































































想 定 す る こ と は 難 し い で あ ろ う。 ト4
） 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス テ ム よ り 得 た い 情 報 の 内 容
企 業 は 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス テ ム か ら ど の よ う な 内 容 の 情 報 を 得 た い と
思 う て い る の で あ ろ う か。 メ ー カ ー ， 卸 ， 小 売 ， 消 費 者 ， 物 流 会 社 の そ れ ぞ
れ の ニ ー ズ は 異 な る が ， こ こ で は 卸 の み を 取 り 上 げ て 検 討 し よ う。
第1 に 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・シ ス テ ム か ら 得 た い コ ン ピ ュ ー 列 青報 と し て は26
）
次 の も の が 挙 げ ら れ て い る。
工位 自 社 の 取 扱 商 品 情 報 （売 れ筋 な ど）92.9 ％2
位 自 社 の 得 意 先 別 納 品 実 績 情 報90.6 ％3
位 単 品 別 粗 利 情 報75.5 ％4
位 自 社 で 取 り 扱 っ て い な い 商 品 の 情 報75.5 ％5
位 自 社 の 業 種 業 態 別 納 品 実 績 情 報73.1 ％4
位 以 外 は 全 て 自 社 の オ ペ レ ー シ ョ ン に 関 す る 情 報 で あ り， そ の4 位 の 物
も 一 般 に 「売 れ 筋 情 報 」 と し て 市 販 さ れ て い る タ イ プ の 情 報 で あ る。 こ れ ら
の 情 報 は 日 々 の 業 務 か ら 自 動 的 に 得 ら れ る も の で あ り， ネ ッ ト ワ ー ク特 有O
情 報 で は な い 。
¶
。 ・ ■
第2 に 卸 の イ ン テ リジ ェ ン ス 活 動 の 対 象 を 検 討 し て み る。 モ ン ゴ メ リ ー と
ア ー バ ン の 提 案 す る マ ー ケ テ ィ ン グ 環 境 の う ち ， 問 屋 が 重 視 し て い る 環 境 情27
）
報 と し て は 次 の も の が あ る 。1
位 新 製 品 や 競 合 製 品 に 関 す る 情 報53.5 ％2
位 得 意 先 か ら の 要 望 に 関 す る 情 報51.2 ％3
位 小 売 の 新 店 情 報43.0 ％
％ は 「非 常 に 積 極 的 に 行 っ て い る 」 と 「や や 積 極 的 に 行 っ て い る 」 の 合 計
値 で あ る 。
こ れ ら2 つ の デ ー タ か ら 見 る 限 り ， 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス テ ム か ら 得 ら
れ る デ ー タ を 体 系 化 し た 総 合 的 な 情 報 に 対 し て は あ ま り 期 待 を 持 っ て い な い
よ う で あ る 。 む し ろ ， い か に し て 低 コ ス ト で 自 社 の オ ペ レ ー シa ン に 関 す る
デ ー タ や 情 報 を 得 る か が 大 き な 問 題 で あ る ， と 考 え て い る よ う で あ る。 さ ら
に ， イ ン テ リ ジ ェ ン ス 活 動 に 関 し て も ， 人 間 的 な つ な が り か ら 得 ら れ る 情 報
を 重 視 し て い る よ う で あ る 。5
） ネ ッ ト ワ ー ク 情 報
情報ネット ワ―ク■-yステ ムと競争阻害113
























3 マ ー ケ テ ィン グ 情 報 シ ス テ ム と の 関 わ り
マ ー ケテ ィン グ情 報 シ ス テ ム に 関 し て は1960 年 代 の 後 半 よ りい ろ い ろ な研31)32
）33 ）34 ）
究 成 果 が 出 さ れ てい る。 ケ リ ー， コ ッ クス と グ ッ ド， コ ト ラ ー， ブ ラ イェ ン35
）36 ）37 ）
と ス タフ ォ ード， モ ン ゴ メ リ ー と ア ー バ ン， モ ン ゴ メ リ ー と ワ イン バ ー グな
ど の研 究 が 代 表 的 で あ る。 特 に モ ン ゴ メ リー と タ ー バン の 研 究 ， 及 び コト ラ
ー の 提 案 は 非 常 に 示 唆 に 富 む も の で あ る。
（1） モンゴメ リーとアーバン









情 報 シス テ ムの 境 界- ・- ・- ・一
出所D.B.MontgomeryandG.L.Urban,"MarketingDecision-InformationSystems,"J.M.R.,May1970,p.226
図 一1 モン ゴ メ リーと ア ー バン の マ ーケ テ ィン グ 情 報 シ ス テ ム
（2） コトラーのマーケテ ィング情報システム 犬
モン ゴ メリ ー等 のシ ステ ムは 意思 決定 のため のコン ピ ュータ技 術のあ り方
を 中心的 な話題 とし てい るのに対し て， コ 小ラゞ は マ ーケテ ィン グにおけ る
意思 決定活 動を 情報 の質 の面から考え てい る。ニコト ラーは次 の よ うにマ ーケ39)
十
テ ィン グ情 報シ ス テ ムを定 義し た。 丿 。・
「マ ーケテ ィン グ情報シ ステ ムとは， 適切,ニタ イムリ ー， かつ 正確 な情報
を 収 集，整 理， 分析， 評価， 配布す るために デザ インさ れた， 人 間，機 器お
情報ネ-yトワーク・システムと競争阻害115
よび手続 きからな る継 続かつ 統合的 な構造 であ る。 そ れは マ ー ケテ ィン グ意
思 決定者が マ‥－ ケテ ィン グの計画作成, ■実行， 統制 の活 動を 向上 させ るため

































必要なデ ー=一タや発見物を得るためのシステ々テ ィニックなデザイン，収集; 分




マーケティング分析システムは> マ ケティング・データやマーケテ ィング
問題を分析するための高度なテクニックの集合体である。
（3） 情報ネットワーク・システムとの関係










ス化されていると仮定し ている。 ‘ ／
とと応分√流通系列化の分野で問題となっている情報ネットワーク・シス
















復的 な意思決定 を行 うため の情報 を提供 する。 マ ーケテ ィン グ ・マネ ジャ ー
は， マー ケテ ィンブ 情報システ ムから 得ら れた インフ ォ メーシ ョン， イソ テ
リジ ェク ス， デ ー タベ ースを検索し て得ら れた各種 のデ ータ， さら に環境や
社 内 の業務担当 者 から得 られた イン フ ォーマルな断片的 な 情報を 基にし てマ
ーヶ テ ィン グ意思決 定をお こな うノ
図一3から 情報 ネ ット ワーク・シ ステ ムに関 す る不当 な制 限が ど の程度企業
間 の競争に影響 を与 え るかを考え てみ よう。 問題 点 は図一3の中 の波 線 で表示
された2 点 であ る。 第1 は情報ネ ット ワーク・シ ステ ムに 関す る ものであ り，









れ業 務に支 障が起 こる， とい った場 合に は不当 な取引制限， 優 越的 地 位 の濫
用な ど の理 由で独占禁 止法違 反 とな る可能性 があろ う。し かし ながら現 実 の
企 業は， そ の様な 無理 な ことを 行えば多 く の得 意先 を失 うとい うことを 知 っ
て お り， そ の様 な暴挙 を行 うことは有 り得 ない であろ う。
仮にそ の様な暴 挙が行 わ れた とし て も， そ の情報 ネット ワーク・シ ステ ム
に 代わ る情報ネ ット ワー ク・シ ステ ムは多数あ る。‥また これ から の情報 ネ ッ
ト ワーク・システ ム技 術 の発展 を勘 案 すれば， いつ でも他 のシ ステ ムに乗 り
換え る ことが可能 とな るであろ う。 ニ
② 付加 価値情報 の利用 制限
し かし ながら， デ ータペ ース ・サ ービ スに見ら れる様な 高付加 価値 デ ータ
の利 用制限， 特 殊な代替 性 のないツTフ〉ト ウェア の利用制 限は， 企業 の経営 活
動 そ のも のを破 滅に追い や る可 能性を 持 ってい る。 た とえ ば， 高度 な クレ ジ
ット与 信管 理シ ステ ム， 顧 客管 理シ ステ ム， 品揃 え最適化 シス テ ム,j店頭 管
理 シ ステ ムな どには 特有 のノ ウハ ウが 含 まれてお り， そ のシ ステ ムの利用 を
急 に 制限 され ては， 経 営 そ のも のが成 り,立 たな ぐなってし ま う可能性 が大 きV^o
現実に そ の様な代診 巨 のない サ ービ スや シ ステ ムが導入 され てい るケ ース
は フ ラン チ ャイズ ・チ エこ ン業 界に見 受け ら れる。し かし， シ ステ ムの利 用
が急 に制 限 された結果， 経営 そ のものが成 り立た な くな った事例 は無い と思40
） ・ ＿‥ ‥ ‥‥‥
わ れる。 また， デ ータペ ースか ら得ら れ るデ ータはト 多 様 な多 数 のデ ータ の
一 つ でし かない。 仮に 特 定 のデ ータペ ースが利 用 できな くなった とし て も，



















































































































































， インテ リジェン スの区 別を よ り正確 に行 うこと であ ろ う。 こ の区 別は，
経営上 の使用 目的 に よって決められ る と思 わ れ る昿 個 々の目的 毎に区分が
代 わるのでは学 問的 な概念 とし ては 使用 に耐え ら れな い で あ ろ う。 今後，
「情報」 の概念 を更に正 確に定 義し， よ り深い 論 議を行 って行 きたい。
1） 涌田lit. 情報システ ムの分野でも「社会性を重んじ, 秩序あ る行動の中 で企業
の競争原理を働かせてゆく」ことの重要性を指摘し てい る。 （涌田宏昭 「営業管
理情報シ ステム」，涌田宏昭編著『営業管理 と情報シ ス テ ム④』白桃書房，昭和53
年,11 頁）2
） 通商産業 省産業政 策局商政課『流通シ ステム化 マニュアル』流通 経済研究所，
昭和46 年。
通商産業 省企業局『流通シ ステ ム化基 本方 針』 大蔵 省印刷局， 昭和46 年7 月。3
） 通産 省は 流通システム化を推進するために 「財団法人 流通シ ステム開発セソ
クー」を昭和47年に設立した。 流通シ ステム化に関 する多 くの諸資料はここに蓄
積され てい る。 十 犬4
） 「標準化」は， その適用の対象から見ると， 物的 要素 製品, 材料，工具など）
の標準化と， 方法的要素（作業方 法， 事務処理方法，管理方法など） の標準化と
いう方向に大別される。前者の直接的 な狙いぱ 最 少手段 の最大活用”であり，
後者の狙 いぱ 方法の容易化，一定化”である。（『経営工学便覧J 丸仏 昭和50
年,56 頁）5
） 荒川 は， 流通シ ステ ム化か もたら す問題点を，非常に早い時期に次 のように指
摘し てい る。 「寡占企業を頂点 とす る垂直的統合ないし系 列化を核 とす るいわゆ
るマーケテ ィング・チ 十ネル形成と， 国民 経済的 視野からす る流通機構の最適設
計とが どの ように調整され うるか とい う問題を含んでい るj。（荒川祐吉『流通政
策への視点』千倉書房，昭和48年，69 頁）6
） 田村正紀 『日本型 流通シ ステ ム』千倉書房， 昭和61 年,130-140 頁。7
） 林周二 「 日本的VAN に想 うこと」『流通政策』1984 年9 丹。。8
） 田内幸一 『マ ーケティン グ』 日経文 庫， 昭和60年,160 頁。 ∧9)ISO
（困際 標準機構）ではデータ通信の規格とし てOSI （OP.enSystemInter-connection
）を設定し てい る。 ここでは, 情報処理・通信の分 野のデータ構造とし
て，①フ ィジ カル層（チ ャネル構成，起動 ・停止条 件，速度，電圧レ ベル， コネ
クタピソ数 ・形状）, ②デ ータリン（ ク層（誤 りの検 出や再送 制御）, ③ネ ット ワー
ク層（呼 び制御手順， 信号の定義，割付， ル¬ テ ィン グ,'"^ ケ ッ ト順序制御），
－④y ラこ／スポート層（チ ャネルの分割制御， 送達確認）， ⑤セ）シ3 ン層（送信
権制御， 中断 通信の再開方式），⑥ プレ ゼン テーシa ン層 （文字・図形 ・圧縮・
暗号などの符 号表現），⑦ アプ リケーシ ョン層（蓄 積機能・変 換機能）の7 層に分
こけ





） 『物流問題に関する研究調査報告書－ ジャスト・イソ・ タイム物流システム
を中心としてー 』流通政策研究所，昭和61年3 月11
























） 田内幸一『市場創造のマーケティング』三嶺書房.1983 年,71 頁。20









） 野村順一 『 カラーマ ーケテ ィング論』千 倉書房，昭和58 年，8 頁。23
） 野村順一 『マ ーケテ ィング論(9 版）J 千倉書房，昭和59 年,373 頁。24
）A.M.A の1985 年 のマ ーケティングの定義では,"ideas.goods,andservices"
とい う表現 がと り入れら れている。25
） 村田昭治監修 『マーケテ ィング原理』 ダイヤモン ド社， 昭和58 年，166-206 頁
（PhilipKotler,PrincipalsofMarketing,Prentice-Hall,Inc.1983,pp.468-481
）26
） 『卸団地 ニュー メデ ィア対応調査研究報告書』流通政策研究所，昭和61 年3 月，55
頁。 調査は60 年12 月， 卸団地1135 事業所， 回収531 サンプル（46.8 ％）。27
） 『情報化に関す る研 究調査報告書』 流通政策研究所， 昭和61 年3 月,134-136
頁。 調査は調査61年2 月，卸売業1000 社， 回収数172 件であ る。28
） 金子郁容 「情報社会 の現在」『エコノミスト』81年l 月7 日－2 月11 日の連載。29
） 今井賢一 『前掲書』44-46 頁。
今井は新し い市場 ・製品 ・事業 の開発には， ネットワー クB に よる情報交換 が
重要であ ると強調し てい る。筆者 の独断ではあるが， 米国におけ る企 業間の情報
交換は もっと過激に行 われてい るのではないかと考え る。 米国におい て日常茶飯
事となっている企業 の買収は，資本の論理に基づいた強制的な情 報交 換の方式 と
考え ることが出来 よう。30
） 『同書』202-204 頁。31
） 拙稿「問 屋のマー ケテ ィング情報システ ム」『流通政策jNo.23 （1986 年1 月）.15-22
頁。
拙稿 「マ ーデテ ィツ グ情報シ ステム：既存研究のサ ー ベ イ」『東洋大学昭和60
年度特別研究報告書』421-445 頁。















）P. コトラー『マーケテ ィン グ原理』163 頁。40
） 小売業で もっとも高度なシステ ムとし ては， セブV ・ イレ ブンのそれを挙げ る
こ とが出来る。 セブン・ イレ ブ シの加盟店で急 に契約を停 止し た店はかなり多 い




マ クフ ァーランが論述し てい るから とい って， 違法にならないわけ ではない。
日米 の考え方 の差であ るか も知れないが， 日本では違法 の疑い のあることは正面
きって論 述することは少ない。 たとえば， 系列化を 目的 としたシ ステ ムであって
も，公には物流の効率化を 目的 とし てい る と発 表 ・説明することが多い。42
）EricK.Clemonce&F.WarrenMcFarlan,"Telecom:HookuporLoseout,
”HarvardBusinessReview,July-August1986,'pp.91-97.43




） ビジネ ス・プロトコルとは， 各種の コード，帳票 フ ォーマット， メッセ ージ・
フ ォーマ ット，電文交換手順，業 務運 用手順， などであ る。 現在， ビジネス・プ
ロト コルを 標準化する努力がなされてい るが，最終的には複数個 の標準ビジネス
・プロト コルが承認 されるものと予想され ている。46
） 『第12 回米国流通情報シ ステ ム調査団報 告書』（財）流通システ ム開発センター，
昭和59 年12 月,145-160 頁。47
） 『同書』6-7 頁。48
）INFORMATICSGENERALCORPORATION の下記 の資料に よる。
・AGroceryE χective'sGuidetoucsElectronicDataInterchange
・EAGLE （1984 ）
・ORDERNETServices49
）L.w.Sternetal.,op ，cit.，p.64. し
